
















人間社会研究科 人間福祉専攻  








 実際、居宅介護サービスの介護給付費は、制度創設時の 2000（平成 12）年が約１兆円であったものが、2013
（平成 25）年には約 4.2 兆円と４倍以上にまで増大し、居宅介護サービスの受給者数は、2000（平成 12）年の
約 1,300 万人に対し、2013（平成 25）年には約 4,200 万人１）にまで膨れ上がっていることからも、要介護高齢







12）年の介護保険制度創設時は約 67 万人であったものが、2013（平成 25）年には約 128 万人と倍近くまで増
加している（厚生労働省 2000、2013a）。また、要介護度別に施設介護サービスの受給者数の内訳をみると、重
度要介護高齢者の占める割合は 62.2％となっており、軽度要介護高齢者（要支援１、２、要介護１）の 0.5％、





















る（池川 1971、明山、野川 1973、塚本、山下 1964）。しかし、家庭奉仕員制度が導入されていたとはいえ、ま
だまだ養護老人ホームや特別養護老人ホームなどの施設介護を中心とした高齢者福祉であった。 
施設介護中心の高齢者福祉から在宅介護中心の高齢者福祉への転換のもととなったのが、イギリスのコミュ






























































































































































































































































ｎ ％ ｎ ％
男性 34 29.8% 22 37.3%
女性 80 70.2% 37 62.7%
65歳未満 3 2.7% 5 8.5%
65歳から74歳 10 8.8% 5 8.5%
75歳から84歳 39 34.5% 23 39.0%
85歳以上 61 54.0% 26 44.1%
ひとり暮らし 8 7.0% 3 5.1%
配偶者と2人暮らし 25 21.9% 13 22.0%
子どもと同居 18 15.8% 18 30.5%
子ども夫婦と同居 13 11.4% 9 15.3%
子ども夫婦と孫と同居 31 27.2% 7 11.9%
その他 19 16.7% 9 15.3%
ランクＪ 4 3.6% 0 0.0%
ランクＡ 25 22.3% 7 11.9%
ランクＢ 51 45.5% 26 44.1%
ランクＣ 32 28.6% 26 44.1%
なし 13 11.7% 6 10.2%
ランクⅠ 15 13.5% 10 16.9%
ランクⅡａ 7 6.3% 7 11.9%
ランクⅡｂ 15 13.5% 7 11.9%
ランクⅢａ 31 27.9% 12 20.3%
ランクⅢｂ 10 9.0% 6 10.2%
ランクⅣ 14 12.6% 9 15.3%
ランクＭ 6 5.4% 2 3.4%
週１回以上 11 13.8% 2 5.3%
月に２～３回 16 20.0% 6 15.8%
月１回 48 60.0% 23 60.5%
２か月に１回 5 6.3% 7 18.4%
訪問系（医療・看護系）サービス 42 36.8% 29 49.2%
訪問系（介護系）サービス 52 45.6% 33 55.9%
通所系サービス 80 70.2% 37 62.7%
































偶者も 21.1％と多かったが「長期在宅介護者群」では 5.2％と 15 ポイント以上も差があった。子どもの配偶者
表３　重度になってからの在宅介護期間からみた介護者の実態 n=173
ｎ ％ ｎ ％
男性 40 35.1% 18 30.5%
女性 74 64.9% 41 69.5%
65歳未満 60 55.6% 22 37.9%
65歳から74歳 25 23.1% 19 32.8%
75歳から84歳 19 17.6% 17 29.3%
85歳以上 4 3.7% 0 0.0%
配偶者 37 32.5% 29 50.0%
子ども 45 39.5% 24 41.4%
子どもの配偶者 24 21.1% 3 5.2%
孫 3 2.6% 0 0.0%
兄弟姉妹 4 3.5% 0 0.0%
その他 1 0.9% 2 3.4%
必要な時に手を貸す程度 23 22.5% 5 8.6%
２～３時間 21 20.6% 9 15.5%
半日程度 18 17.6% 17 29.3%
ほとんど１日 40 39.2% 27 46.6%
とてもそう思う 51 44.7% 34 57.6%
ややそう思う 40 35.1% 22 37.3%
あまりそう思わない 19 16.7% 3 5.1%
全くそう思わない 4 3.5% 0 0.0%
副介護者 いる 87 76.3% 39 66.1%
とてもそう思う 10 8.9% 10 16.9%
ややそう思う 51 45.5% 26 44.1%
あまりそう思わない 30 26.8% 21 35.6%


























































































































ｎ ％ ｎ ％
男性 15 41.7% 7 30.4%
女性 21 58.3% 16 69.6%
65歳未満 2 5.6% 3 13.0%
65歳から74歳 3 8.3% 2 8.7%
75歳から84歳 14 38.9% 9 39.1%
85歳以上 17 47.2% 9 39.1%
ひとり暮らし 0 0.0% 3 13.0%
配偶者と2人暮らし 8 22.2% 5 21.7%
子どもと同居 10 27.8% 8 34.8%
子ども夫婦と同居 7 19.4% 2 8.7%
子ども夫婦と孫と同居 5 13.9% 2 8.7%
その他 6 16.7% 3 13.0%
ランクＪ 0 0.0% 0 0.0%
ランクＡ 4 11.1% 3 13.0%
ランクＢ 14 38.9% 12 52.2%
ランクＣ 18 50.0% 8 34.8%
なし 3 8.3% 3 13.0%
ランクⅠ 4 11.1% 6 26.1%
ランクⅡａ 5 13.9% 2 8.7%
ランクⅡｂ 6 16.7% 1 4.3%
ランクⅢａ 6 16.7% 6 26.1%
ランクⅢｂ 4 11.1% 2 8.7%
ランクⅣ 6 16.7% 3 13.0%
ランクＭ 2 5.6% 0 0.0%
週１回以上 5 22.7% 2 12.5%
月に２～３回 2 9.1% 4 25.0%
月に１回 15 68.2% 8 50.0%
２か月に１回 0 0.0% 2 12.5%
訪問系（医療・看護系）サービス 15 41.7% 14 60.9%
訪問系（介護系）サービス 22 61.1% 11 47.8%
通所系サービス 23 63.9% 14 60.9%







































ｎ ％ ｎ ％
男性 10 27.8% 8 34.8%
女性 26 72.2% 15 65.2%
65歳未満 14 40.0% 8 34.8%
65歳から74歳 12 34.3% 7 30.4%
75歳から84歳 9 25.7% 8 34.8%
85歳以上 0 0.0% 0 0.0%
配偶者 18 51.4% 11 47.8%
子ども 15 42.9% 9 39.1%
子どもの配偶者 2 5.7% 1 4.3%
孫 0 0.0% 0 0.0%
兄弟姉妹 0 0.0% 0 0.0%
その他 0 0.0% 2 8.7%
必要な時に手を貸す程度 3 8.3% 2 9.1%
２～３時間 8 22.2% 1 4.5%
半日程度 10 27.8% 7 31.8%
ほとんど１日 15 41.7% 12 54.5%
とてもそう思う 27 75.0% 7 30.4%
ややそう思う 8 22.2% 14 60.9%
あまりそう思わない 1 2.8% 2 8.7%
全くそう思わない 0 0.0% 0 0.0%
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